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１．�ONSEN：訪日外国人が最も注目する
観光資源

　わが国を代表する観光資源として、今や世界共通

語になりつつあるのが「ONSEN」（温泉）である。

日本を訪れる外国人旅行者を対象とした口コミサイ

ト「Deep Japan」の運営会社、㈱ゼロインが発表

した2013年訪日観光キーワード Best 20によれば、

　「Onsen」 は、「Soba」、「Sushi」、「Ramen」、

「Kimono」、「Soy Sauce」に続く第６位となってお

り、和食関連を除けば Kimono に次いで注目されて

いるキーワードとして位置付けられている。

　観光庁の「訪日外国人消費動向調査（平成22年版

～25年版）」（図表１）における「次回実施したい活

動」に関するアンケート調査によれば、訪日外国人

の「温泉入浴」に対する関心度合は近時高い水準で

推移してきており、「日本食を食べること」との間

で１、２位を競う状況が続いている。中でも、国別

に見た数字（図表２）では、近年は欧州からの訪日

客の温泉入浴に対する関心が高まっていることが確

認される。また、㈱日本政策投資銀行の「アジア８

地域・訪日外国人旅行者の意向調査（平成25年版）」

によれば、行ってみたい日本の観光地のイメージと

して、温泉を選んだ人の割合が最も高くなってい

る。

　一方、訪日外国人の温泉入浴の実施率は、「日本

食を食べること」「ショッピング」「繁華街の街歩

き」といった項目に比し低い水準で推移しており

（図表３）、その数値は前述の「次回実施したい」を

下回っている状態が続いており、関心の高さの割に

実際に温泉を体験している人が少ない状況が窺え

る。その背景として、温泉には、日本人にとっては

当たり前でも外国人は知らない様なマナーが存在す

ることや、一部の訪日外国人にとっては人前で裸に

なることの抵抗感や温泉の温度の高さがハードルと

なっていることもあろう。また、多種多様な日本の

温泉に関する情報発信不足といった側面も挙げられ

よう。

　本稿では、政府が掲げる今後の「観光立国」の実

現に向けて、わが国独自の観光資源たる ONSEN

の観光ポテンシャルをより強化し活かしていくため

の方策について、世界のスパ１市場の概要や欧州の

温泉市場における特徴的な取組等を踏まえた上で、

考察していく。

出所： 株式会社日本政策投資銀行「アジア８地域・訪日外国人旅行者の意向調査
（平成25年版）」
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１ スパの定義は、国・地域により異なる。欧州ディ・スパ協会（Day Spa Association Europe）は「健康増進施設

または温泉温浴施設」、国際スパ協会（米国）（International SPA Association, ISPA）は「心、身体および精神
の再生を促進するための様々なプロフェッショナル・サービスを通じ、総合的な健康福祉に向けた活動に専念す
る場所」、日本スパ振興協会（Nippon Spa Association）は「健康と美の維持・回復・増進を目的として、温泉・
水浴をベースにくつろぎと癒しの環境と様々な施術や療法などを総合的に提供する施設」としている。

図表１　次回実施したい活動 図表３　今回実施した活動

出所：観光庁訪日外国人消費動向調査より作成 出所：観光庁訪日外国人消費動向調査より作成
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図表２　訪日観光客が訪日前に期待したこと（欧州３カ国地域）
ドイツ

2009（回答者数89） 2010（同154） 2011（同184） 2012（同229）
１ 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること
２ 伝統的な景観、旧跡 歴史的・伝統的な景観、旧跡 温泉入浴 自然・景勝地観光
３ 日本人の生活に対する興味、交流 日本人の生活、日本人との交流 歴史的・伝統的な文化体験 ビジネス
４ ショッピング 都市の景観・繁華街の賑わい 日本の伝統文化の体験・鑑賞 温泉入浴
５ 繁華街の見物 日本の伝統文化の体験・鑑賞 都市の景観・繁華街の賑わい ショッピング

フランス
2009（回答者数167） 2010（同213） 2011（同126） 2012（同191）

１ 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること
２ 日本人の生活に対する興味、交流 歴史的・伝統的な景観、旧跡 温泉入浴 温泉入浴
３ 伝統的な景観、旧跡 日本人の生活、日本人との交流 歴史的・伝統的な景観・旧跡 自然・景勝地観光
４ 自然景観、田園風景 都市の景観・繁華街の賑わい 都市の景観・繁華街の賑わい 繁華街の街歩き
５ 大都市の景観、大都市の夜景 日本の伝統文化の体験・鑑賞 日本の伝統文化の体験・鑑賞 日本の歴史・伝統文化体験

英国
2009（回答者数163） 2010（同213） 2011（同244） 2012（同260）

１ 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること 日本食を食べること
２ 伝統的な景観、旧跡 歴史的・伝統的な景観、旧跡 温泉入浴 温泉入浴
３ 大都市の景観、大都市の夜景 都市の景観・繁華街の賑わい 歴史的・伝統的な文化体験 自然・景勝地観光
４ 日本人の生活に対する興味、交流 日本人の生活、日本人との交流 ショッピング 日本の歴史・伝統文化体験
５ ショッピング ショッピング 都市の景観・繁華街の賑わい 美術館・博物館
出所：JNTO および日本旅行業協会発表の記事より作成
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２．世界のスパ市場の概要

　「温泉」に相当する英語としては、「spa」や「hot 

spring」が挙げられるが、世界のスパ関連産業の促

進、課題の共有やネットワーキング等を目的に設立

された団体として、Global Spa & Wellness Summit

（以下 GSWS）（http://www.globalspaandwellness-

summit.org/index.php/about、ニューヨーク本拠）

がある。同団体は、世界のスパ市場に関する調査も

実施しており、以下にその調査内容の一部を紹介す

る２。

　近年観光目的・スタイルは多様化しているが、健

康・癒し・美といった要素を主目的とする「ウェル

ネス・ツーリズム」市場が確立してきた。図表４

は、世界の目的別観光市場におけるウェルネス・

ツーリズムの位置付けを示しているが、その市場規

模（2012年）は約4,390億米ドルと全体の約14％を

占めており、文化観光、食観光に次ぐ大きさとなっ

ている。そして、ウェルネス・ツーリズムとその他

市場との重複（部分）が示す通り、旅行者はウェル

ネスと文化、ウェルネスと食、ウェルネスとメディ

カルといった複数の目的で観光を行っているのが実

態である。

　また、同団体調査では、ウェルネス・ツーリズム

の特徴として旅行者一人当たりの単価が高いことを

挙げており（図表５）、ウェルネス・ツーリズムは

相対的に大きな経済効果をもたらす市場として捉え

ることができよう。

　加えて、世界のウェルネス・ツーリズム市場は、

アジア、中南米、中東・北アフリカ地域が牽引する

ことにより2012年から2017年までに年平均で9.1％

成長すると予測し、同期間の観光市場全体の予想成

長率を大きく上回る３としており、同市場の潜在成

長力の大きさが注目される。温泉を含むスパ・ツー

リズムはウェルネス・ツーリズムの中核として位置

付けられており、世界のスパ市場の規模はウェルネ

ス・ツーリズム全体の41％、約1,797億ドルとなっ

ている。同団体は2007年、世界のスパ施設につき、

図表４　ウェルネス・ツーリズムの位置づけ

出所：GSWS の資料より筆者作成

文化観光
8千億－1.1兆米ドル

ウェルネスツーリズム
4,390億米ドル

エコ/持続可能観光
3,250億－4,800億米ドル

食観光
3,500億－5,550億米ドル

農業観光
600億－1,600億米ドル

冒険観光
1,150億－1,500億米ドルスポーツ観光

2,500億－3,750億米ドル

医療観光
500億－600億米ドル

スピリチュアル観光
370億－470億米ドル

奉仕活動観光
100億－200億米ドル

　　　　　　　　　　　　　　
２ 本稿では、同団体による“The Global Wellness Tourism Economy 2013”と“The Global Spa Economy 2007”

を参考とした。
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地域・国別の施設数、収入金額、雇用者数を推計し

ており、図表６・図表７は地域別内訳と上位20カ国

の数値を示したものである。

　この調査では、地域別ではスパが長い歴史を有す

る欧州が最大市場となっており、中でもドイツ、フ

ランス、イタリアといった国々が上位を占めてい

る。日本は、施設数４、収入金額、雇用者数とも米

国に次いで世界第２位の市場となっている。

図表５　�国内および国外の通常の観光客とウェルネス
観光客の支出額

出所：GSWS の資料より筆者作成

平均国内
観光客　

国際
ウェルネス
観光客
(主目的)

国際
ウェルネス
観光客
(副次目的)

国内
ウェルネス
観光客
(主目的)

国内
ウェルネス
観光客
(副次目的)

平均国際
観光客　

　　　　　　　　　　　　　　
３ 参考として、国連世界観光機関（UNWTO）が2011年に発表したレポート Tourism Towards 2030 Global 

Overview は、2010年から2030年までの国際観光客到着数（人数）の予想成長率を3.3％としている。

図表６　世界の地域別スパ施設数（2007年）

推計スパ総数 スパ関連産業の推計
総収入（10億米ドル）

スパ関連産業の
推計雇用数

ヨーロッパ 22,607 $18.4 441,727
アジア・太平洋地域 21,566 $11.4 363,648
北米 20,662 $13.5 307,229
中東・北アフリカ 1,014 $0.7 20,938
ラテンアメリカ・カリブ諸国 5,435 $2.5 82,694
アフリカ 389 $0.3 7,273

合　計 71,672 $46.8 1,223,510
出所：SRI International の資料より作成

図表７　スパ施設数上位20ヶ国（2007年）

推計スパ総数 スパ関連産業の推計
総収入（10億米ドル）

スパ関連産業の
推計雇用数

アメリカ 17,845 $12.06 275,788
日本 6,442 $5.67 104,246
ドイツ 3,971 $3.84 86,917
フランス 2,746 $2.30 54,430
イタリア 2,391 $2.24 50,942
イギリス 2,468 $1.72 43,845
中国 4,518 $1.72 82,113
スペイン 1,816 $1.53 34,637
カナダ 2,817 $1.46 31,441
韓国 2,465 $1.26 31,974
オーストリア 999 $1.22 24,072
メキシコ 1,855 $0.87 29,793
ロシア 1,625 $0.82 30,653
スイス 555 $0.70 14,307
オーストラリア 674 $0.44 6,938
ギリシャ 474 $0.43 9,515
アルゼンチン 1,168 $0.42 14,246
タイ 1,401 $0.39 48,680
インド 2,359 $0.38 22,175
香港 578 $0.37 9,793

出所：GSWS の資料より作成
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　なお、図表８は同団体が2013年10月に開催した

Global Hot Springs Forum５にて示された、温泉の

ないスパ施設を除いた世界の温泉（Hot Springs）

市場規模に関するデータである。

　日本は、一国としては最大の市場であり、欧州に

次ぐ市場規模であるが、中国が日本とほぼ同じ規模

にまで市場を拡大していることが注目される。イン

バウンド観光市場におけるグローバルな競争が高ま

る中、日本の ONSEN の魅力を発信していくこと

の重要性を示唆する事象とも言えよう。

３．欧州におけるスパ市場の特徴

　次に、日本と同様、温泉文化の長い歴史を有する

欧州のスパ市場について、日本のインバウンド観光

促進の観点から参考となり得る特徴的な点を述べ

る。

⑴　温泉地の施設・環境
　欧州における温泉の歴史は古代ローマ帝国時代に

遡り、時代の変化とともに、半宗教的な場所、治

癒・医療目的、観光地等、その性格は変化してきた
　　　　　　　　　　　　　　
４ 環境省によれば、日本の温泉地数は3,108カ所、宿泊施設数は13,754（H24/3末）とされている。同団体調査では、

温泉施設に加えて非滞在型スパも含まれていると思われるが、数字の内訳や環境省データとの整合性等について
は確認できない。

５ 以下ウェブサイトを参照。http://www.globalspaandwellnesssummit.org/images/stories/gsws2013/pdf/
GSWS_2013_Global_Hot_Springs_White_Paper_Final.pdf

図表８　世界の温泉産業の市場規模（推計）

国／地域 2010年　売上
（10億米ドル）

2011年　売上
（10億米ドル）

ヨーロッパ 19.01 19.03
日本 11.95 11.86
中国 7.51 11.52
アメリカ／カナダ 2.00 2.00
ニュージーランド 0.10 0.10
オーストラリア 0.02 0.03
その他 5.00 5.00

合　計 45.59 50.44
出所：GSWS の資料より筆者作成

図表９　①機能分散型（ドイツ　バーデンバーデン）

　　　　②�機能集積集合型（イタリア　アバノ・モン
テグロット・テルメ）

　　　　③�機能集積単独型（イタリア　グロッタ・ジ
ウスティ・テルメ）

出所： NPO 法人温泉と健康フォーラム常任理事 合田
純人氏作成資料

ホホテテルル

ププラライイベベーートト
ガガーーデデンン

命命のの小小路路
（（遊遊歩歩道道））

テテルルメメ

（（治治療療施施設設、、温温泉泉
ププーールル、、フフィィッットトネネ
ススジジムム、、ビビュューー
テティィ・・エエスステテセセンン
タターー））

温温泉泉ププーールル
（（日日帰帰りり温温泉泉施施設設））
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が、近年は健康志向の高まりを背景に、ウェルネ

ス・ツーリズムの目的地として位置付けられてい

る。図表９は、欧州における代表的な温泉地の概要

をイメージ化したものであり、関連施設の立地面等

の特徴から、①機能分散型（保養地内に温浴施設、

ショッピングモール、宿泊施設群などの機能が分散

して立地）、②機能集積集合型（温浴施設等の機能

が小規模に集積している群が複数立地）、③機能集

積単独型（温浴施設等の機能が中規模から大規模に

集積している群がひとつ立地）の３つに大別され

る。

　３分類に共通した特徴としては、⒜宿泊施設に加

えて、治療施設や温泉病院が中核機能として位置付

けられていること（ドイツ、フランス、イタリアで

は温泉療法が医療保険の対象となっていることがそ

の背景）、⒝療養を目的とした一定期間の滞在を前

提としており、種々の娯楽施設（映画館、美術館、

カジノ等）やショッピングモールが地域内に設置さ

れていること、⒞遊歩道や自転車専用道路、保養公

園が設置されており、滞在者が自動車を利用せずに

地域内を回遊できる様な街並みとなっていること、

等が挙げられる。

⑵　認証制度
　欧州の温泉先進国においては、利用者の温泉とそ

のサービスに関する理解促進や温泉施設の品質改善

等を目的として、国や民間団体が温泉の認証制度を

導入している。図表10は各制度の概要を示したもの

である。

　これら認証制度の成り立ちや位置付けは異なる

が、認証に際して、施設のハード面だけではなく、

その地域の歴史・自然といった要素が加味されてい

ることに加えて、利用者の健康増進に資するような

サービス・食事（例：ハンガリー）といったソフト

面も評価対象となっていることは参考となろう。ま

た、欧州域内共通の認証制度の確立を目指して2006

年に導入された EuropeSpa（http://europespa.eu/

home.html）は、国外からの利用者を意識している

ことに加えて、施設のハード・ソフト両面での品質

向上を実現するために施設運営者の人材育成にも注

力しているといった点が注目されよう。

⑶　地域間の連携
　近年、欧州においては、地域・国境を越えた観光

ルート形成に向けた取組が活発化しているが、温泉

分野でも具体的な取組が展開されている。

　European Historic Thermal Towns Association

（以下、EHTTA　http://www.ehtta.eu/）は、欧

州全域の温泉文化遺産の保存と温泉地の観光セン

ターとしての活性化等を目的として、2009年に設立

された NPO である。EHTTA のメンバーに加入す

るための要件としては、①19世紀以前に遡る歴史的

な温泉地であること、②鉱水を利用したスパ施設等

を有していること、③少なくとも19世紀以前の高い

品質の建築遺産を有しており、また、温泉療法等に

関連する複合施設を有していること、④伝統的な芸

術・文化イベント／プログラムを保持しており、こ

れに関連するインフラ（劇場、コンサートホール

等）が備わっていること、⑤３つ星から５つ星まで

の良質の宿泊施設があり、スパ利用者・観光客向け

に一定規模以上の部屋数を有していること、が掲げ

られている。

　同協会では、温泉文化をこれまで育んできた欧州

の温泉地で構成される European Route of Historical 

Thermal Towns という観光ルートを創出してお

り、広域にまたがる温泉地間の連携強化等を通じた

欧州スパ観光市場の活性化に取り組んでいる。同

ルートには、前掲のバーデン・バーデン（ドイツ）

を始め10カ国25の温泉地が参加しており、具体的に

は、スパ業界に関する調査や関係者のネットワーキ
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ングに加えて、パンフレット・ウェブサイト、共通

ロゴマークの作成（図表11）等も行われている。な

お、こうした活動に関しては、欧州評議会（Coun-

cil of Europe）が資金面での支援を行っている。

　一国の中での温泉地の地域間連携の取組として

は、 フ ラ ン ス の「Routes des Villes d’Eaux du 

Massif Central」（水 の 街 ル ー ト、http://www.

villesdeaux.com/fr/accueil_16.php）が挙げられる。

同ルートは、フランス中南部の４地域17温泉地が各

地域の自然・文化資産の魅力度を向上するために

1998年に立ち上げたもので、欧州連合（EU）、国、

地方政府が資金パートナー、各地域・市の観光部門

が機関パートナー（institutional partner）、民間旅

行会社が事業パートナー（commercial partner）と

して参加していることから官民連携の事例として捉

えられよう。具体的には、ツアーの造成、パンフ

図表11　観光ルートの共通ロゴマーク

出所：EHTTA ウェブサイトより

図表10　欧州認証制度一覧
国・地域 ドイツ フランス ハンガリー 欧州

名称 クアオルト（保養地認
証制度）

ウェルネスサー
ビス認証制度

温泉リゾート認証制
度

温泉・スパホ
テル認証制度

ウェルネスホ
テル認証制度 EuropeSpa

実施機関 州政府 ドイツ温泉協会 国 厚生省
政 府 観 光 局、
ハンガリーウェ
ルネス協会

欧州スパ協会

開始時期 N.A. N.A. 1919年 1994年 2003年 2006年

目的
森林・山岳・海などの
自然気候を利用した療
法を行う保養地を認証

数ある休日スパ
療法やウェルネ
スパック旅行か
ら利用者が的確
に高品質でウェ
ルネスなサービ
スを選ぶための
方法として開発
されたもの

・ 温泉リゾートへの
来訪を容易にする
こと

・ 歴史的建造物や景
観地の保全・健全
化・美化・アクセ
スの改善

・ 居住・滞在・治療
ないしは往来の条
件の改善

・ 充分な資力を持た
ない人々の治療を
容易にすること

・ 訪問客にウェルネスホテル
に関して理解を深めてもら
うこと。

・ ウェルネスホテルの利用者
を増やすこと

・ 公正な競争環
境の確保

・ 施設・サービ
スの品質向上

・ 基準クリア施
設の周知

主な特徴

・ 気候療法保養地、タ
ラソテラピー（海洋
療法）保養地、クナ
イプ療法保養地、鉱
泉・泥療法保養地の
４種類がある。

・保養地の要件：
１ ）その土地に特有

な治療素材と治療
手段がある。

２ ）気候条件や景色
がよい。

３ ）目的に沿った適
切な保養・療養施
設がある。

４ ）治療効果が医科
学的に証明されて
いる。

施設が「ウェル
ネス」なサービ
スを提供してい
るか評価する制
度

・ 公施設法人の設立
→プロモーション
活動の促進

・ 国 か ら の 補 助 金
（下水工事設備の
更新等設備投資費
用←滞在税）

認証の要件：

・ 認証される施設は、３つ星
以上の質を有している

・ 施設スタッフの教育が行き
届いている

・ ヘルシーな食事、ウェルネ
ス施設、社会的プログラム
を提供している

・ 専門的立場か
らの客観的評
価

・ 当 該 施 設 の
サービスの品
質改善に向け
たガイドライ
ン

・ 基準が明確に
設定されてい
る

出所：各資料より筆者作成
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図表12　江戸時代の温泉番付表

出所：「錦にみる日本の温泉」木暮金太夫編著

レット・ウェブサイトの作成、観光展示会への出展

等に取り組んでいる。

４．�日本のONSENの観光ポテンシャル
を活かすための方策

　前述した欧州の認証制度や地域間連携の事例は、

日本へのインバウンド観光促進策のひとつとして

ONSEN の活用を検討する上で参考となろう。

　わが国の温泉に関する認証制度及びこれに類する

取組としては、古くは江戸時代に作成された温泉番

付表（図表12）に始まり、現在では環境省による

「国民保養温泉地」、「ふれあい・やすらぎ温泉地」、

厚労省による「温泉利用型健康増進施設」、「温泉利

用プログラム型健康増進施設」といった国の仕組み

が挙げられる。加えて、一般社団法人日本温泉協会

による利用源泉と浴槽の利用方法に着目した「天然

温泉表示看板」、㈱観光経済新聞社が毎年度実施す

る「にっぽんの温泉100選」、温泉療法医が薦める温

泉として選定された「日本の名湯百選」、「ヘルス

ツーリズム推進地」等、温泉大国というだけに数多

くの取組が存在している。（図表13）

　また、ドイツのクアオルト（保養地認証制度）の

療法を取り入れている地域もある６。例えば、和歌

山県では世界遺産に認定された熊野において、健康

を通して交流を活発にし、地域を活性化することを

目的とした「熊野健康村構想」を推進中で、熊野の

気候と地形を活用した熊野地形療法（熊野セラ

ピー）による滞在型プログラムが実施されている。

鹿児島県奄美市の「タラソ奄美の竜宮」では、その

施設名が示す通り、クアオルトの一種であるタラソ

テラピー（海洋療法）を取り入れている。具体的に

は、海水プールにおいて、海水の物理的特性（浮

力・温熱・水圧・抵抗）を活用した運動療法を行っ

ている他、目的に合わせた水治療法、温熱療法等も

実施し、地域住民の健康づくり、医療費削減に貢献

しているとのことである。また、奄美の自然（海

岸、原生林）や文化と奄美食材を使った郷土料理な

どを組み合わせた健康づくりを目的としたプログラ

ムも実施している。

　但し、こうした既存の仕組みは、国内の観光客・

施設運営者向けに作成されたものであり、訪日外国

人向けに情報発信されている状況にはない。

　因みに、わが国で古くから使われている温泉マー

ク（図表14）は、韓国、中国や米国、オーストラリ

ア 等 で も 利 用 さ れ て お り、 前 述 の Global Hot 

Springs Forum では、世界共通の温泉ロゴマーク

として使用することが提唱されている。インバウン

ド観光促進の観点から、例えば、日本の主要な温泉
　　　　　　　　　　　　　　
６ 一般社団法人健康保養地医学研究機構の HP の情報を参考とした。
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図表13　日本の温泉に関する認証制度
名称 実施機関 開始年 目的・概要・特徴等 指定箇所数

国民保養温泉地 環境省 1954年
温泉の公共的利用増進のため、温泉利用の効果が十分期待
され、かつ、健全な保養地として活用される温泉地を「温
泉法」に基づき、環境大臣が指定する。

91

ふれあい・やすら
ぎ温泉地 環境省 1993年

・ 温泉の有する保養機能に加え、温泉地の優れた自然を積
極的に活用することにより、自然を理解するとともに、
心身のやすらぎを増進することを目的として、その温泉
地の自然を充分活用するために必要な各種公共施設の整
備を図ることに重点を置いている。

・ 自然ふれあいセンターや歩道など自然とのふれあいを促
進するための各種施設を市町村が整備する際には環境
省、都道府県の補助金が受けられる。

20

温泉利用型健康増
進施設認定制度 厚生労働省 1989年

・ 1989年に当時の厚生省の長期施策であるアクティブヘル
スプランのもとで、国民が安全で効果的な健康づくりに
取り組める施設の整備を図ることを目的として、「健康
増進施設」（運動型と温泉利用型がある）の認定制度を
実施した。健康増進施設に認定するための条件が10項目
あり、当該施設は、これに３項目の条件を付けくわえた
もの。

・ 当該施設で一定の利用方法が行われた場合、そのための
費用（施設利用料・指導料と往復交通費）を個人所得税
上の医療費控除対象とする。一定の利用方法とは、認定
施設の提携医など温泉療法の知識・経験を有する医師が
作成した「温泉療養指示書」に従って、概ね１か月に７
日以上利用すること、利用が終了したら、施設から「温
泉療養証明書」と施設利用料の領収書を受け取ること、
などである。

20

温泉利用プログラ
ム型健康増進施設
認定制度

厚生労働省 2003年

・ 1989年に始まった温泉利用型健康増進施設認定制度の、
より普及型の温泉施設の認定制度が求められ、始まった
認定制度。これは、病気を治す「温泉療養」ではなく、
一般の健康増進のための利用に対応する、ということ
で、必要なスタッフの条件、施設・設備条件が緩和され
ている。

・ 本制度は、病気を治す温泉療養ではなく、一般の健康増
進のための利用に対応する、ということもあり、医療費
控除は受けられない。

37

天然温泉表示看板 日本温泉協会 1976年
温泉法の規定により利用許可を受けて、公共の浴用に供し
ている温泉利用施設（旅館、ホテル、公衆浴場など）の温
泉が、「天然温泉」であることを一定の様式で表示する。

296

に っ ぽ ん の 温 泉
100選 観光経済新聞社 1987年

同新聞社創刊1500号を記念して開始された制度。旅のプロ
である旅行業者の目を通して毎年の人気温泉地を選んでも
らう。消費者に支持されている温泉地の実態を把握し、温
泉地の顕彰を図りつつ、温泉地域の活性化、温泉需要の拡
大へ向けての基礎データを作成することを目的とする。総
合／雰囲気／泉質／地域内の充実／郷土の食文化によるラ
ンキング

100

日本の名湯百選 NPO 法人健康と
温泉フォーラム

・ NPO 法人健康と温泉フォーラムが、温泉療法医がすす
める温泉として選定した日本の温泉の一覧。

・ 温泉関連の百選は数多く存在するが、この名湯百選の選
定基準は、湯の性質や効能が重視されている。

79

ヘルスツーリズム
推進地

NPO 法人ヘルス
ツーリズム推進
機構

健康増進・維持・回復、疾病予防に寄与する「ヘルスツー
リズム」概念を確立し、広報・啓蒙を行い、「ヘルスツー
リズム」をきっかけに健康づくりや疾病予防を促し、市民
の健康生活に寄与することを目指し、さらに地域のそれぞ
れの特色を活かした地域の活性化や新しい産業の創造につ
なげ、元気な日本を目指すための一環として、日本各地で
ヘルスツーリズムを推進する地域を指定する。

29

出所：各資料より筆者作成
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地について、立地環境（海沿い、山間部等）、温泉

の質（温度等）・療養効果、宿泊施設とそのサービ

ス内容（英語での対応可否を含む）、食事の種類、

文化面（周辺の娯楽施設等）といったカテゴリーに

おける主な特徴を絵文字（ピクトグラム）化し、

ウェブサイトやパンフレットにより情報発信するこ

とで、訪日外国人に対して日本の多種多様な温泉を

よりイメージしてもらい易くし、観光資源としての

ONSEN のポテンシャルを高めていくことが望まれ

る。

　温泉分野における地域連携の取組としては、イン

バウンド観光促進といった展開にまでは未だ至って

いないものの、2009年から活動を開始している「ラ

ジウム・ラドン温泉広域連携７」の事例があり今後

の展開が注目される。わが国には地域によって異な

る文化があり、温泉地の雰囲気や楽しみ方も多様に

存在する。そのため温泉を含む日本の観光地を訪れ

る外国人に対する、魅力的な観光ルート造成の可能

性は大きく、インバウンド観光を視野に入れた地域

連携の発展が期待される。

図表14　温泉マーク

出所：Global Hot Springs Forum 2013資料

５．終わりに

　本稿作成の過程では、NPO 法人温泉と健康フォー

ラム（http://www.onsen-forum.jp/forum/）の月

例研究会に参加し、専門家の方々から貴重な意見や

参考情報を頂戴する機会を得た。インバウンド観光

促進の方策としての日本の ONSEN にかかる認証

制度の導入可能性については、欧州の温泉認証制度

の成立背景が日本とは異なること等を踏まえ、賛否

両論の意見があったことに加えて、仮に認証制度を

検討する場合、前述の既存制度との整理の必要性

や、認証対象を温泉水、温泉施設（ホテル・旅館

等）、温泉地域のどれに置くべきかといった論点も

指摘された。一方、訪日外国人に対して日本の

ONSEN の多様な特徴や魅力といった情報が十分に

発信されていないという現状については、専門家の

方々の有する共通認識として確認されたところであ

る。

　インバウンド観光促進策として、ONSEN ではな

く、宿泊施設を評価する制度８を導入・実施してい

る 地 域 も あ る が、 日 本 独 自 の 観 光 資 源 で あ る

ONSEN についても、認証制度・ピクトグラム化の

可能性を含めて、訪日外国人への効果的な情報発信

の仕組み強化や地域間連携が今後検討されていくこ

とを期待したい。

　　　　　　　　　　　　　　
７ 現在、三朝温泉（鳥取県）、増富温泉（山梨県）、玉川温泉（秋田県）、五頭温泉郷（新潟県）、関金温泉（鳥取

県）の５つの温泉地がメンバーとなっており、「健康と温泉フォーラム2013」では「ラジウム・ラドン温泉　広
域連携による地域活性化」として取り上げられている。

８ 公益財団法人中部圏社会経済研究所による観光品質保証（http://sakuraquality.com/about/index.html）。施設・
整備の状況やサービス・ホスピタリティーの面から19分野、約300の評価項目で構成された５段階評価。


